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一般負担の上限額の見直しについて

平成 30年 ４月 20日
広域系統整備委員会事務局

第32回広域系統整備委員会
資料１
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1．一般負担の上限額の見直しの背景
（電力・ガス取引監視等委員会における託送料金制度の在り方の検討）

 電力・ガス取引監視等委員会では平成28年9月に送配電網の維持・運用費用の負担の在
り方ワーキンググループを設置。託送料金負担の構造が抱える課題について検討を行っている

第1回 送配電網の維持運用費用の
負担の在り方検討WG(H28.9) より
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1．一般負担の上限額の見直しの背景
（電力・ガス取引監視等委員会における託送料金制度の在り方の検討）

 同ワーキングでは託送料金を最大限抑制しつつも、質の高い電力供給を維持し、再生可能エ
ネルギーの導入拡大等の新たな課題にも対応していくための必要な投資がなされるよう、以下の
２つの視点から検討が行われている。

①送配電設備を利用する者の受益や送配電関連費用に与える影響に応じた公平、適切な費
用負担の実現

② 一般送配電事業者だけでなく、送配電設備の利用者である発電側・需要側両方に対して
合理的なインセンティブが働く制度設計

２．検討の視点
こうした環境変化に対応しつつ、託送料金を最大限抑制するには、一般送配電事業者による経営効率化等の取組を進めること

に加え、これまで整備されてきた送配電網の効率的な利用を促すことが重要である。
また、託送料金を最大限抑制しつつも、質の高い電力供給を維持し、再生可能エネルギーの導入拡大等の新たな課題にも対応

していくための必要な投資がなされるよう、送配電網の維持・運用費用の回収の確実性を確保することも求められる。
このため、送配電網の維持・運用費用の負担の在り方検討ワーキング・グループ（以下、「本ワーキング・グループ」とい

う）では、以下２つの観点から、託送料金制度の在り方について検討した。

① 送配電設備を利用する者の受益や送配電関連費用に与える影響に応じた公平、適切な費用負担の実現
② 一般送配電事業者だけでなく、送配電設備の利用者である発電側・需要側両方に対して合理的なインセンティブが働く制度設
計

具体的には、現行の託送料金原価の範囲を変えないことを前提としつつ、以下４点について検討を行った。
１．送配電関連費用の利用者間の負担
２．送配電関連設備への投資効率化や送電ロス削減に向けたインセンティブ設計
３．電力需要の動向に応じた適切な固定費の回収方法
４．送電ロスの補填に係る効率性と透明性向上

第12回 送配電網の維持運用費用の
負担の在り方検討WG(H30.4) より

送配電網の維持運用費用の負担の在り方検討WG中間取りまとめ 案 ～抜粋～



3
1．一般負担の上限額の見直しの背景
（電力・ガス取引監視等委員会における託送料金制度の在り方の検討）

 従来、需要側が託送料金を負担していたが、需要の伸び悩みが見込まれる一方、電源起因
による送配電関連費用の増大が想定されることなどから、系統利用者である発電側にも受益
に応じた費用負担を求めることで検討している。

第12回 送配電網の維持運用費用の
負担の在り方検討WG(H30.4) より
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1．一般負担の上限額の見直しの背景
（電力・ガス取引監視等委員会における発電側基本料金の検討）

 発電側基本料金については、上位系統にかかる送配電関連費用の固定費を発電側及び需
要側の両方でkW当たりの費用負担が等しくなるよう、発電側に負担を求めることとしている。

第12回 送配電網の維持運用費用の
負担の在り方検討WG(H30.4) より
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1．一般負担の上限額の見直しの背景
（電力・ガス取引監視等委員会における発電側基本料金の検討）

 また、発電側基本料金では、電源の立地地点に応じたインセンティブを導入することで、送配
電網の効率的な利用を促進することとしている。

第12回 送配電網の維持運用費用の
負担の在り方検討WG(H30.4) より
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 これを踏まえ、資源エネルギー庁においても、再生可能エネルギーに対する発電側基本料金の
適用の在り方について検討を行い、「再生可能エネルギー電源も含め、kW一律で課金する
ことが原則」としている。

1．一般負担の上限額の見直しの背景
（資源エネルギー庁での発電側基本料金の検討）

第4回再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会
(H30.3) より
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第4回再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会
(H30.3) より

 資源エネルギー庁の審議会では、再生可能エネルギーについてもkW一律で発電側基本料金
を導入する場合、電源がkWに応じて系統コストの一部を負担することから、系統接続時の一
般負担の上限額についてもkW一律とし、一律の額を4.1万円/kWとすることを基本として、
広域機関において検討を行うこととしている。

1．一般負担の上限額の見直しの背景
（資源エネルギー庁での一般負担の上限額の検討）
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 4月の審議会では、改めて一般負担の上限額を決定した際の考え方が示され、上限額を電
源種別を問わず一律とすることについては概ね了承された。

 なお、上限額を4.1万円/kWとすることについては、4.1万円/kWが高いのではないかとの意見
があり、資源エネルギー庁より、当面一律の額を4.1万円/kWとし、必要に応じて見直すこと
としてはどうかとされた。

1．一般負担の上限額の見直しの背景
（資源エネルギー庁での一般負担の上限額の検討）

第5回再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会
(H30.4) より



92．一般負担の上限額の指定の経緯（費用負担ガイドラインについて）

 資源エネルギー庁は、平成27年１月の電力システム改革小委員会制度設計ワーキンググ
ループにおいて、再生可能エネルギー等の分散型電源の導入拡大などにより、下位系統に電
源が多数連系することとなり、不特定多数が利用する電力系統における送配電等設備が必
要となったことを踏まえ、効率的な設備形成と受益の応じた適切な費用負担の在り方につい
て検討を実施。

 この検討を踏まえ、平成27年11月6日に「発電設備の設置に伴う電力系統の増強及び事
業者の費用負担の在り方に関する指針」（以下「費用負担ガイドライン」という。）を策定し、
ネットワーク側の送配電等設備の増強等に係る費用負担の在り方に関する基本的な考え方
が示された。

 費用負担ガイドラインでは、基幹系統の増強等は原則一般負担とし、基幹系統以外の増強
は受益に応じて一般負担分と特定負担を整理している。

 また、費用負担ガイドラインでは、原則一般負担とした費用負担において、「一般負担額のう
ち、「ネットワークに接続する発電設備の規模に照らして著しく多額」として電力広域的運営
推進機関（以下、「広域機関」という。）が指定する基準額を超えた額」を一般負担の限界
とし、基準額を超えた額を特定負担とした。



10（参考）費用負担ガイドラインについて

４．ネットワーク側の送配電等設備の増強等に係る発電設備設置者の費用負担の在り方

（１） 基本的な考え方

ネットワーク側の送配電等設備の増強等に係る費用負担の在り方については、①特定の発電設備設置者が受益している
場合には、受益の範囲に応じ特定負担とし、②特定の発電設備設置者が受益しているといえない場合には、一般負担とする
「受益者負担」を基本として費用負担割合を判断することとする。
具体的には、以下のとおりとする。

＜費用負担の考え方（まとめ）＞

効率的な設備形成・費用負担ガイドライン抜粋

１．特定負担・一般負担の算出
（１） ネットワーク側の送配電等設備のうち、基幹系統を構成する送変電等設備の増強等にかかる費用については、

原則として一般負担。
（２） 基幹系統以外の送配電等設備の増強等にかかる費用については、以下の観点から、特定負担とすべき額（以

下「特定負担額」という。）及び一般負担とすべき額（以下「一般負担額」という。）を算定。
(a) 設備更新による受益
(b) 設備のスリム化による受益
(C) 供給信頼度等の向上による受益

２．一般負担の限界
一般負担額のうち、「ネットワークに接続する発電設備の規模に照らして著しく多額」として電力広域的運営推進機

関（以下、「広域機関」という。）が指定する基準額を超えた額については、上記にかかわらず、特定負担。

３．一般負担とされた費用の一般電気事業者間での精算 （略）



11２．一般負担の上限額の指定の経緯（一般負担の上限額の設定）

 これを踏まえ、広域系統整備委員会では、当該基準額を「一般負担の上限額」につ
いて費用負担ガイドラインに掲げる要素①～④の観点で審議し、以下について決定
している

一般負担の上限額を過去に一般負担で系統増強を実施した費用の最大のkW
単価である４.１万円／kWとし、

加えて、需要家の負担を踏まえ、託送料金制度との整合を図る観点からkWhに
応じた負担とするため、設備利用率を用い電源種別ごとに上限額を決定

（６） 一般負担の限界（続き）

当該基準額については、以下に挙げるように種々の要素を専門的に検討することが必要であること、また、関係者の利
害に直結するものであることなどを勘案し、全ての電気事業者が会員となっている広域機関において検討し、指定するも
のとする。

① 過去の発電設備の設置を契機としたネットワーク側の送配電等設備の増強等に必要となった費用の設備容量あ
たりの単価（円/kW）の分布（連系に至らなかった案件も含む。）

② ネットワーク側の送配電等設備の増強等に伴い得られる効果
③ 発電設備が接続する系統の規模ごとの単価の分布状況に係る差異
④ 増強等が必要となる送配電等設備の性質

費用負担ガイドライン抜粋



12２．一般負担の上限額の指定の経緯（一般負担の上限額の設定）

 第11回広域系統整備委員会（第13回追加指定）において示した電源種別毎の
一般負担の上限額は以下のとおり。

※1：税抜き
※2：バイオマスに該当する廃棄物のみを燃焼するものを含む
※3：1,000kW以下
※4：1,000kWを超えるもの

赤字は第13回広域系統整備委員会で電源追加指定
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３-1．一般負担の上限額の見直しについて

項目① ネットワーク増強工事費に係る過去実績の検討

 費用負担ガイドラインの「ネットワークに接続する発電設備の規模に照らして著しく多額」とな
る額については、従来、ネットワーク増強工事費の過去実績から検討をしている。

 しかし、既に一般負担の上限額が設定されていることから、 4.1万円/kＷを超える実績はない。

 一方、費用負担ガイドラインで、原則一般負担としている基幹系統の工事では、募集プロセス
（入札前のものも含む）で入札負担金単価が4.1万円/kＷを超えるものはなく、事実上、新
たに一般負担の上限額を増加させる案件はない。
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（参考）項目① ネットワーク増強工事費に係る過去実績の検討
（ネットワーク増強工事を実施した実績データ）

 発電設備の系統連系を契機としたネットワーク増強工事を実施した実績について、一
般電気事業者10社を対象に調査を実施し、過去に一般負担で系統増強を実施し
た合計21件の実績データ※1について系統増強に要した費用のkW単価（系統増強
費用/発電機設備容量※2）を整理したところ、最大値は4.1万円/kWであった。

※1 平成12年4月(小売部分自由化)以降に、原子力又は火力発電設備の系統連系を契機にネットワーク増強工事を行った
全案件の実績データ（基幹系統および基幹系統以外の工事の合計）

※2 一般電気事業者の送配電部門と発電設備設置者との接続契約における最大受電電力

最大値：4.1万円/kW

平均：1.1万円/kW

第11回 広域系統整備委員会(H28.3) より
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３-２．一般負担の上限額の見直しについて

項目② ネットワーク側の送配電等設備の増強等に伴い得られる効果

 一般負担の上限額を指定した当時、発電側に託送料金の課金がなかったことから、需要家負
担を平準化する仕組みがなく、系統アクセス時に「設置される発電設備の利用率によって、需
要家への負担（託送料金を押し上げる影響）に差が生じることとなるため、発電設備の利
用率を勘案し、需要家負担の平準化を図ることが必要」ということから、設備利用率によって上
限額に傾斜を設定することで需要家の負担平準化が図られた。

 現在検討されている発電側基本料金の導入により、発電事業者には設備利用率や電源種
別に関わらず、kWで応分の負担を求めるため、効率的な設備形成が図られることが期待され、
需要家負担の平準化(抑制）にもつながることになる。

 これらを踏まえれば、一般負担の上限額において設備利用率による負担の平準化は不要では
ないか。
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（参考）項目② ネットワーク側の送配電等設備の増強等に伴い得られる効果

（需要家負担平準化）

 発電設備の設置に伴い、送配電等設備の増強を行うことで、当該発電設備から生じる電気を流すことがで
きるという効果が生ずる。

 送配電等設備の増強については、発電設備から生ずる最大潮流を勘案する必要があるため、発電設備の
最大受電電力が同じであれば、設備利用率にかかわらず同じ増強費用が必要となる。

 一方、送配電等設備の増強に要した費用は、電気料金に含まれる託送料金という形で最終的に需要家
が負担することとなるが、同じ設備増強を行った場合でも需要家が得る電力量は発電設備の利用率によっ
て異なる。

 よって、設置される発電設備の利用率によって、需要家への負担（託送料金を押し上げる影響）に差が
生じることとなるため、発電設備の利用率を勘案し需要家負担の平準化を図ることが必要。

第11回広域系統整備委員会(H28.3) より
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３-３．一般負担の上限額の見直しについて

項目③ 発電設備が接続する系統の規模ごとの単価の分布状況に係る差異

 平成28年度の接続検討結果（接続契約に至らないものも含む）において、比較的事業性の
あるkW単価の範囲では、上位２電圧（基幹系統）以外はバラつきが大きく明確な差はない。

 一方、基幹系統については比較的安価であるがサンプルの件数が少なく、接続検討の結果だけ
では一般負担の上限額について差異を検討することは難しい。
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３-４．一般負担の上限額の見直しについて

項目④（増強等が必要となる送配電等設備の性質）

 これまで同様、地域間連系線等についても一般負担の上限額を適用するとともに、費用対効
果を確認した上で、個別に検討することとしている。

 現時点で、この考え方を変更する特段の事情はないが、現在、将来のノンファーム型接続等を
見据え、地内系統の費用便益評価について検討を行う予定であり、まずは、これを踏まえた基
幹系統等の増強の在り方について引き続き検討を行うこととしてはどうか。



19（参考）項目④（増強等が必要となる送配電等設備の性質）

 以下の理由から地域間連系線等※１の増強と地内系統※２の増強とを区別し、一般負担の上限額を別々
に適用すべきではないか。

• 地域間連系線等の増強は、エリア間の安定供給確保のほか、電力取引の活性化などにも寄与する
など、その裨益は広く、特定のエリアにとどまらないというメリットがある。

• 地域内への供給と連系線を介した他エリアへの供給とは、別々の託送行為であり、また、必ずしも同
時に系統整備が行われるものではない。

 また、需給状況や系統の潮流状況はその時々によって変化することから、地域間連系線等の増強によるメ
リットは増強する時期や目的により異なる。このため、そのメリットを将来を見通して一義的に評価することは
困難である。よって地域間連系線等の増強については、次のとおり、一般負担の上限額を適用することとし
てはどうか。

• 原則、地内系統と同様の一般負担の上限額を適用する。
• ただし、地内系統の一般負担の上限額を上回る場合には、費用対効果を確認した上で、そのメリット

に応じて、一般負担の上限額を個別に積み増すことなどを検討する。

※１ 地域間連系線に係る計画策定プロセスにより、地域間連系線の運用容量を増加させるために一体として整備する地域
間連系線及び地内系統。

※２ 地域間連系線等に含まれる地内系統を除く。

 一般負担の上限額について、地域間連系線等については、その増強の動機、目的、効果が各
地域間連系線等ごとに異なると考えられるため、以下のとおりとしてはどうか。

第11回 広域系統整備委員会(H28.3) より
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 広域機関では一般負担の上限額の評価を行うため、各一般送配電事業者に対し平成28年度接続検
討（接続契約に至っていないものも含む。）の調査を実施。

 資源エネルギー庁の4.1万円/kW一律との案を踏まえ、仮にこの接続検討において一般負担の上限額を
4.1万円/kWとした場合、一般負担額の平均は1.１万円/kWとなった。なお、全接続検討の結果のうち、
1,071件は一般負担額は１万円/kW以下であった。

 28年度の実績に基づけば、4.1万円/kW一律とした場合でも、一般負担の平均単価は、過去実績の1.
１万円/kWと負担水準に変化はないと考える。（ただし、系統アクセス数が増えることで一般負担の支出
が増えることには留意が必要である。）
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平成28年度接続検討（一般負担額＋一般負担超過額）

上限値4.1万円/kW

平均値1.1万円/kW

特定負担

万円/kW

設備利用率

＜平成28年度接続検討調査＞
対象者 ：一般送配電事業者１０社
対象期間：平成28年4月1日から平成29年

3月31日までに行った接続検討回答
対象電源：最大受電電力500kW以上
検討件数：2,373件

４．一般負担の上限額の見直しの考え方



21４．一般負担の上限額の見直しの考え方

 平成２８年度の調査を基に一般負担の上限額が4.1万円/kW一律となった場合
に発生する一般負担の追加費用は、最大約72億円の支出と試算される。

 これは、あくまで、接続検討結果であり、さらに事業性の判断を行うことから、全ての
接続検討が契約に至るとは考えられない。

【一般負担の上限額一律化の追加費用の試算】
 一般負担上限4.1万円/kW未満の電源（太陽光、風力、水力等）：2,049件
うち、一般負担の上限額を超過する電源：170件
（さらに、事業性を勘案し仮に工事費負担金単価が15万円/kW以上の電源を除くと81件）

仮に、一般負担の上限額が4.1万円/kWに一律になり81件が全て接続したとしても、追加的
な一般負担の額は約72億円程度となる（託送原価が約4.5兆円からみれば0.16％程度）。



22４．一般負担の上限額の見直しの考え方

 費用負担ガイドラインでは一般負担額のうち、「ネットワークに接続する発電設備の規模に照
らして著しく多額」という基準額を指定することとしている。一般負担の上限額を4.1万円/kW
とした場合でも、

 一般負担の水準は、平均で1.１万円/kW程度であり、過去実績で決定した際の平均値
である1.1万円/kWと水準の大きな変化はないこと

 過去実績最大は４.1万円/kWを上回ることは考えにくいこと

 発電側基本料金の導入により、需要家負担の平準化と効率的な設備形成が図られること
が期待されること

 これらを踏まえれば、今回の見直しでは、一般負担の上限額を４.1万円/kW一律としてはど
うか。

 なお、一般負担の上限額の水準については、引き続き、必要に応じて評価・見直しを行うことと
してはどうか。



23５．適用時期について

 発電事業者からの「接続に必要な負担が大きい」といった声等を踏まえ、新たな一般負担の上限額の適用時点において
進行中の系統アクセス案件及び募集プロセスについても適用の考え方を整理する必要がある。系統アクセスについては、
契約申込み前の案件に適用することとしてはどうか。

 ただし、既に応募している電源で見直しにより一般負担の上限額が下がる電源については、現行制度下で事業性の判断
等を行っており、施行時に接続検討申込みが正式に受理された案件については現行の一般負担の上限額を適用しては
どうか。

 なお、旧ルール（費用負担ガイドライン適用以前）に契約申込みを行った案件については、今般の見直しに係らず、適用
されない。新たな一般負担上限額の適用のためには再度接続検討申込みが必要となる（募集プロセスも同様）。
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【系統アクセス業務フロー】

適用

見直しにより上限額が下がる電源は
見直し施行時点で、申請が正式に
受理された場合、現行の一般負担
上限

施行時点
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 電源接続案件募集プロセスは見直し施行時に優先系統連系希望者の決定前のものについ
て適用してはどうか。

 ただし、既に応募している電源で見直しにより一般負担の上限額が下がる電源については、現
行制度下で事業性の判断等を行っており、施行時に応募済みの案件については現行の一般
負担の上限額を適用してはどうか。

適用

５．適用時期について

【募集プロセス業務フロー】

見直しにより上限額が下がる電源は
見直し施行時点で、応募済みの場合、
現行の一般負担上限

施行時点



25５．適用時期について

 なお、適用時期についても、資源エネルギー庁の審議会において、適用時期と一般負担の上
限額が下がる電源に対する適用の仕方についても整理がされている。

第5回再生可能エネルギー大量導入・
次世代電力ネットワーク小委員会
(H30.4) より
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 本委員会の結果を踏まえ、一般負担の上限額の見直しについてパブリックコメントを行う。

 本日の議論及びパブリックコメント等を踏まえて、大きな変更が必要な場合は改めて本委員会
において審議いただく。

 最終的な一般負担の上限額の決定については、発電側基本料金の導入の方針がとりまとめ
られた後に、理事会において見直しを審議し、理事会決定により施行とする。

６．今後のスケジュールについて


